
  

  

 

 

第 20 期 報 告 書 

 

 

 

2017 年 1 月 1 日から 

2017 年 12月 31 日まで 

 

事 業 報 告 

貸 借 対 照 表 

損 益 計 算 書 

 

 

 

日本エイ・ティー・エム株式会社 

 

 

 

 

 

 



   1 

事 業 報 告 

〔2017年 1月 1日から 2017年 12月 31日まで〕 

 

Ⅰ.会社の現況に関する事項 

 

(1) 事業の経過及びその成果 

2017 年度は、当社グループにおける新中期経営計画（2017年～2020 年）に基づく、

事業年度初年度となりました。グループ経営理念である「人とＩＣＴと発想で、安心と

快適と驚きの生活インフラを、地域と世界の人々に提供します」を実現すべく、以下の

中期経営目標を掲げています。 

 

１．ＩＣＴによるＡＴＭ監視・運用アウトソーシングの革新 

２．金融・行政分野における独創的なソリューションの創出 

３．中国・ＡＳＥＡＮビジネスの確立 

４．トップベンチャーとしてのＡＴＭＪ企業文化の醸成 

 

ＡＴＭ監視アウトソーシング事業においては、当社グループにて監視を行うＡＴＭ台

数が 10万台を突破し、2017年末には 52.9％（当社調べ）のシェアを占めるに至りまし

た。一方で、人材不足とそれに伴う人件費の高騰により、ビジネスモデルの変革が求め

られています。そうした中、当期においてはＩＣＴを用いた業務効率化施策に着手する

とともに、監視システム「ＧＡＩＡ」のシステム基盤の更新作業を開始しました。今後

もＡＴＭ監視業務におけるリーディングカンパニーとして、環境変化に柔軟に対応し、

安定的に事業を継続・拡大できるよう努めてまいります。 

同様に、ＡＴＭ運用アウトソーシングにおいても、人件費高騰などの環境変化から、

現場対応の更なる効率化が求められています。ＡＴＭ運用に関わる各種データを複数行

で比較・平均化する「ＡＴＭＪスコア」を活用し、パートナーである警備会社とともに

業務効率化を進めてまいります。 

 

金融向けの新規事業として 2016年度より千葉地区にて開始しております、手形・税公

金の事務集中共同化アウトソーシングは、他地区への展開が遅れておりますが、細かな

事務手続き等の見直しや新規業務の取込みなど、共同化における運用ノウハウを積み重

ね、より精度の高いソリューションとなってきています。また複数銀行の諸手続きが一

括して行える「銀行手続の窓口」は、新宿郵便局内に２号店を開設するとともに、一般

顧客向けに司法書士等が相続手続きをサポートする「ＡＴＭＪ相続手続きサービス」の

取り扱いを開始しました。 

行政向け事業としては、各自治体から金融機関への口座照会依頼・回答を効率化する

「預貯金照会サービス」を新規事業として進めています。当社グループにおける新たな

ビジネス領域として、引き続き行政分野の拡大にも取り組んでまいります。 

 

中国・ＡＳＥＡＮビジネスに関しては、中国での合弁会社設立を断念することとなり

ました。今後は、海外のビジネスモデルを日本国内へ展開するなど、より広い観点での

ビジネスチャンスを探ってまいります。 
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こうした活動を受け、当期の単体業績は売上高 29,763 百万円（前期 28,884 百

万円、前期比 3.0 ％増）、売上総利益 3,173 百万円（前期 3,300 百万円、前

期比 3.8 ％減）、経常利益 355 百万円（前期 604 百万円、前期比 41.2 ％

減）、当期純利益 233 百万円（前期 166 百万円、前期比 40.4 ％増）となりま

した。 

   なお、ＡＴＭＪグループ全体（簡易連結ベース）では売上 39,838 百万円（前期 

39,418 百万円、前期比 1.1 ％増）当期純利益 580 百万円（前期 418 百万円、

前期比 38.8 ％増）となりました。 
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日本エイ・ティー・エム株式会社

(単位:千円)

金　　　額 金　　　額

【 】 【 7,662,321 】 【 】 【 6,935,988 】

3,047,525 1,144,734

2,228,634 160,000

844,139 105,554

356,261 641,445

178,617 2,526,964

52,192 243,495

397,614 41,597

101,429 1,606,596

455,906 179,235

【 】 【 9,852,069 】 61,285

（ ） （ 4,237,738 ） 225,078

763,829 【 】 【 5,810,577 】

1,099,186 1,380,000

1,659,904 1,363,892

714,817 2,613,317

0 182,903

（ ） （ 3,715,373 ） 270,464

2,078,848 12,746,565

999,961

636,562 【 】 【 4,530,688 】

（ ） （ 1,898,958 ） 480,000

461,455 4,050,688

185,000 61,500

95,051 3,989,188

183,272 繰 越 利 益 剰 余 金 3,989,188

△ 92,677 【 】 【 237,136 】

821,565 237,136

258 4,767,825

228,841

16,190

17,514,391 17,514,391

記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

長 期 前 払 費 用 純 資 産 合 計

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

資 産 合 計 負 債 ・ 純 資 産 合 計

出 資 金 そ の 他 利 益 剰 余 金

関 係 会 社 長 期 貸 付 金

貸 倒 引 当 金

敷 金 ・ 保 証 金 そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算 差 額 等

投 資 そ の 他 の 資 産 資 本 金

投 資 有 価 証 券 利 益 剰 余 金

関 係 会 社 株 式 利 益 準 備 金

ソ フ ト ウ ェ ア 負 債 合 計

リ ー ス 資 産

そ の 他

純 資 産 の 部

株 主 資 本

建 設 仮 勘 定 リ ー ス 債 務

そ の 他 退 職 給 付 引 当 金

無 形 固 定 資 産 そ の 他

建 物 及 び 附 属 設 備 固 定 負 債

工 具 器 具 備 品 社 債

リ ー ス 資 産 長 期 借 入 金

そ の 他 預 り 金

固 定 資 産 無 償 補 修 費 引 当 金

有 形 固 定 資 産 そ の 他

貯 蔵 品 未 払 費 用

前 払 費 用 未 払 法 人 税 等

繰 延 税 金 資 産 前 受 金

商 品 一 年 以 内 返 済 長 期 借 入 金

部 品 リ ー ス 債 務

仕 掛 品 未 払 金

流 動 資 産 流 動 負 債

現 金 及 び 預 金 買 掛 金

売 掛 金 一 年 以 内 償 還 社 債

貸　　　借　　　対　　　照　　　表
(2017年12月31日現在）

科　　　目 科　　　目

資 産 の 部 負 債 の 部
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日本エイ・ティー・エム株式会社

(単位：千円）

科 目

【 】

5,078,499

19,084,095

1,823,693

3,777,661 29,763,949

【 】 26,590,059

3,173,890

【 】 2,773,884

400,005

【 】

2,775

10,945

3,258

49,719 66,699

【 】

77,789

7,833

14,729

10,711 111,063

355,641

355,641

112,035

10,018 122,053

233,587

記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

支 払 利 息

社 債 利 息

雑 損 失

為 替 差 損

当 期 純 利 益

経 常 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

営 業 外 収 益

受 取 利 息

受 取 配 当 金

助 成 金 収 入

雑 収 入

営 業 外 費 用

システム・サービス売上高

メ ン テ ナ ン ス 売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販売費及び一般管理費

営 業 利 益

損　　益　　計　　算　　書
（自 2017年１月１日　至 2017年12月31日）

金　　　　　　　額

売 上 高

ハ ー ド ウ ェ ア 売 上 高

ア ウ ト ソ ー ス 売 上 高

 
 

 

 

 


